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はしがき

本報告は､平成7～8年度科学研究費補助金(一般研究(C))｢ロシア新憲法の原理と

体系｣､平成10～~1`1年度科学研究費補助金(基盤研究(C)短))｢ロシア!こおけ早立憲

主義の生成と憲法裁判｣に引き痍く､･｢ロシアに串iナる立憲主義の確立と坤方自時制度｣■と

題する平成13～14年度科学研究費補助金(基盤研究(C)(2))の研究成果報告書で.あ

る｡1993年のロシア憲法制定とそれに続く､'ところの立憲主義の確立をめざす過程を一連の

テーマの設定の下に継続的課題として取り組んでいる研究成果の中間報告でもある-ら
ロシアの地方串治に焦点を努てたの寧ま､◎集権的な社会主義体制甲後に萱琴した｢地方
自治｣そのものに､ロシアの脱社会主義の特徴のひとつをみることができる■と想定された

こと､@国際的に｢地か-.地域の時代｣∴,とさ_れる中､_ヨ∵中ア/瑚方自治春草とも連動し･
た形でロシアの｢地方自治｣が導入されたこと､③ロシアの立憲主義の確立をめぐる政治

的な争点のひとつに｢地方自治｣問麺かあることなどを意議したカナうセある｡三

9岳牢憲法制定後の90年代ワシァは.､総体として西欧近代に発する立憲主義を､その現代

塾変容の段階を迎えた20世紀末に､脱ソビエト化の課題と連動させつつ追い求めこ試行錯

誤を繰り返し牢時代と総括することができる｡地方自治についても国_際脚;増車?嘩代｣

に直面する時期にその導入がなされたのであるが､地方自治をめぐっての立憲主義の確立

を曲がりなりにも促進させたのは､①国際関係､とりわけ条約(ヨーロッパ地方自治憲章､

ヨ⊥ロツパ人権条約)､_◎議会の立法機能の｢向上｣､③大鹿領令たよる｢痙封∴六あ加速

化措置､④憲法裁判所等の判例の蓄積､といった契機だということができ卑｡-て

現状を見るかぎり~､占シアでは､わが国でも最近しばしば論じられる~地域社会の｢内琴

的発風論を論ずる段顧こiま未だ寧い｡〔如､.核廃棄物処理嘩設問題な_ぎ_で住民投票が

NOの笹論を突きつけている▼という新たな動き▲が痢準となうて｣自治¢内実が成熟してい
く土とも期待しうる堺況に特なっている｡_現在､連邦制改革とも絡んで､~ワシテの地方自

治法の全面改定の作業が進んセいる云報告書にb5年の_噛方自~治法｣~J~(地方自治?組織の

一姫原則に関する連邦法御を'_資料､として添付し施のもこゐ改正作嚢中今御こ大畑こ関心
を寄せているからである｡､その帰趨はなお不透明であるが､集権と分権の緊張を重んだ論

議が､1-これ享での経緯を踏ま▲え､前進的に進むことが期待されるとこうである｡

現代の立憲主義は､分権佐一.噛尭性嘩唾｣を軸にお←､草地方自_時の発襲をも匂含するは
ずのものであり､本研究を通し七､ロシアの地方自治ゐ鹿開が､立意主義そのものの確立

にも大きな前進的作用を及ぼす可能性を確認することかゃきた云

この間､｢社会体制と法｣研究会の会誌に廃表した論吏一(本報告呑め第2章)こロシア法

研究者の共同作菓として刊行を準備した『現代ロ㌣ア法』-の分担テ｢マイ大統領+改称:一

議会｣(同､虜3章)など､地方自治制度とは直接にかかわらない仕事も行亘ふ亘の立
憲主義の｢確立｣をめぐる現状の解明にも取り組んでき`た｡この土とは､本報告書が課題

とした｢立憲主義と地方自治｣の関連性を明らかにするうえでも大いl羊意味のあるところ

であった｡これをステップに､継続してこの課題を追いかけたいと考えている｡


